
平成１９年度決算に基づく芦別市健全化判断比率を公表します 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）

第３条第１項の規定により、平成１９年度決算に基づく芦別市健全化判

断比率を次のとおり公表します。 

 

（単位：％） 

   比率区分 

算出区分 

実    質 

赤 字 比 率 

連 結 実 質

赤 字 比 率 

実質公債費 

比   率 

将 来 負 担 

比   率

公 表 数 値 － － 17.1 252.7 

早期健全化基準 14.24 19.24 25.0 350.0 

財 政 再 生 基 準 20.00 40.00 35.0  

※ 実質赤字比率または連結実質赤字比率がない場合は「－」と記載しています。 

 

●健全化判断比率とは？ 

 平成１９年６月２２日に交付された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」

により、地方公共団体の財政の健全化の状況は、実質赤字比率、連結実質赤字比率、

将来負担比率という４つの指標によって判断されることとなりました。 

 ４つの健全化判断比率のいずれか１つでも「早期健全化基準」を超えた場合は、「財

政健全化計画」を定め、自主的かつ計画的に財政の健全化を図らなければなりません。 

また、将来負担比率を除く３指標のいずれか１つでも「財政再生基準」を超えた場

合には、「財政健全化計画」を定め、総務大臣に報告し、同意を得て財政の再生を図

らなければなりません。 

 

１ 実質赤字比率 

  市税や地方交付税等を主な財源として、福祉、教育、まちづくりなどの地方公共

団体の中心的な行政サービスを行う一般会計において、実質的な赤字額が発生した

場合の標準財政規模（市税、普通交付税、地方譲与税等の合計額）に対する比率で、

次の算式により求められます。 
 
 
              一般会計等の実質赤字額 
 実質赤字比率   ＝                 
                 標準財政規模 
 



 

  平成１９年度決算に基づく芦別市の一般会計等の実質赤字比率は、実質的な赤字

額が発生じておらず、標準財政規模６４億７，１０２万１千円に対して黒字額が 

７，７３０万円であることから、比率は黒字の１．１９％となりました。 

 

２ 連結実質赤字比率 

  地方公共団体の会計は、市税や地方交付税等を主な財源として、福祉、教育、ま

ちづくりなどの地方公共団体の中心的な行政サービスを行う一般会計と、料金収入

等の特定の収入を主な財源として、特定の事業（行政サービス）を行う公営事業会

計など複数の会計に分かれています。 

連結実質赤字比率は、これら全ての会計の赤字額や黒字額を合算し、実質的な赤

字額（又は資金不足額）が発生した場合の標準財政規模に対する比率で、次の算式

により求められます。 
 
 
                連結実質赤字額 
 連結実質赤字比率 ＝                 
                 標準財政規模 
 
 

  平成１９年度における芦別市全体の連結実質赤字比率は、実質的な赤字額が発生

じておらず、標準財政規模６４億７，１０２万１千円に対しての黒字額が１１億 

４３３万４千円であることから、比率は黒字の１７．０６％となりました。 

 

 

３ 実質公債費比率 

  地方公共団体が政府や市中銀行から長期間で借り入れている借金を「地方債」と

いいますが、この元金及び利子の支払いを「公債費」といいます。 

一般会計の公債費のほか、公債費に準じるものとして、公営企業会計等他の会計

の公債費に充てるため、一般会計から繰り出す経費があります。 

また、本市は近隣市町とともに中空知衛生施設組合を設置し、生ごみ処理施設を

運営していますが、この建設に係る地方債のうち、本市が負担しなければならない

経費もあります。 

実質公債費比率は、一般会計の公債費に、公債費に準じるとされる経費を加算し

て算出した実質的な公債費の標準財政規模に対する比率で、次の算式により求めら

れます。 
 
 
            元利償還金＋準元利償還金－特定財源 
            －元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 
 実質公債費比率 ＝                     
           標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額
 
 

  平成１９年度決算に基づく芦別市の実質公債費比率は、１７.１％となりました。 

平成１８年度決算に基づく芦別市の実質公債費比率は１９．１％であり、地方債

を発行する際に知事の許可を受けなければならない団体（許可団体）となる基準で



ある１８％を上回っていたことから、芦別市は許可団体でしたが、平成２０年度か

らは、知事と協議することで地方債を発行することができる団体（同意団体）へと

移行することとなりました。 

  この要因は、平成１９年度から平成２１年度にかけて、高金利で借り入れている

地方債の繰上償還を実施するなど、後年度の負担の軽減を図る対策によるほか、都

市計画税が特定財源として認められるなど、算定方式が変更となったことによるも

のです。 

 

４ 将来負担比率 

  地方公共団体の一般会計が将来支払っていく負債には、一般会計の地方債残高の

ほか、借金ではないものの契約等により将来の支払いを約束したもの（債務負担行

為）、職員の退職手当、公営企業会計等他の会計の地方債残高のうち一般会計が負

担すべきと見込まれるもの、また、近隣市町との組合における地方債残高のうちそ

の団体が負担すべきと見込まれるものなどがあります。 

将来負担比率は、こうした将来見込まれる全ての負担を含めた、現時点で想定さ

れる将来の負担額の標準財政規模（ただし、元利償還金及び準元利償還金に係る基

準財政需要額算入額を除きます。）に対する比率で、次の算式により求められます。 
 
 
           ※将来負担額－充当可能基金額－特定財源見込額 
               －地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額 
 将来負担比率 ＝                     
           標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 
 
 

 ※将来負担額＝次の①から⑧までの合計額です。 
 
  ① 地方債の年度末残高（市の借金の残高） 

    平成１９年度末の残高は、１１５億９,７６０万３千円です。 
 
  ② 債務負担行為（契約等により将来の支払いを約束したもの）に基づく

支出予定額 

    平成２０年度以降の支出予定額は、３２億１２２万３千円です。 
 
  ③ 一般会計以外の会計（水道事業、市立芦別病院事業、下水道事

業など）の借金返済に充てる一般会計等からの負担見込額 

    平成２０年度以降の負担見込額は、８２億５５７万６千円です。 
 
  ④ 本市が加入している中空知衛生施設組合の借金返済に充てる一

般会計等の負担見込額 

    平成２０年度以降の負担見込額は、２億９０８万６千円です。 
 
  ⑤ 退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込額 

    平成２０年度以降の負担見込額は、３５億３,９５６万５千円で

す。 
 
  ⑥ 設立法人の負債額等の負担見込額 

    平成２０年度以降の負担見込額は、２,６８０万円です。 



  ⑦ 連結実質赤字額 

    芦別市の場合は該当ありません。 
 
  ⑧ 組合等の連結実質赤字額の負担見込額 

    芦別市の場合は該当ありません。 

 

  平成１９年度決算に基づく芦別市の将来負担比率は、２５２.７％と

なりました。 


